


●	住宅分譲業界の健全な発展およびイメージ向上を目指し、住宅分譲市場の拡大・成長に寄与する。
●	常に新時代を切り拓く市場創造のトップ集団であり、社会から信頼・尊敬される企業集団となる。
●	時代の変革をいち早く読み、素早く対応できる企業集団となる。
●	グループ企業の強みやノウハウを活かして、業務の効率化と、新しい価値の創造を追求する。
●	法令を遵守するとともに社会正義・社会規範を尊重し、公正な企業活動を展開する。
●	社員が挑戦でき、働き甲斐のある、生き生きとした魅力的な職場にする。
●	グループ企業は、お互いよきライバルとして、グループ企業の自主性を尊重するとともに、グループ全体の
成長・拡大を図る。

●	グループ企業は、万全な危機管理体制を構築し、どのような事態においても迅速・誠実に対応する。

経営理念

より多くの人々が幸せに暮らせる住環境を創造し、
豊かな社会作りに貢献する

当社グループは2013年の設立以来、「誰もがあたり前に家を持てる社会」の実現という事業コンセプトのもと、

安全・快適・健康に暮らせる住宅をお客様に提供しています。

生活の豊かさを支える「住まい」において、経済性・安全性・生活利便性等の様々な不安を取り除くことは、

人生の精神的なゆとりにつながり、これからのサステナブルな社会の実現に向けて、

私たちが最も貢献できる社会課題です。これからも住宅業界のリーディングカンパニーとして、

社会課題解決への貢献と当社グループの成長の両立を実現していきます。

経

営

方

針

飯田グループホールディングスは2013年11月に、上場企業6社が経営統合して設立しました。私たち

は「誰もがあたり前に家を持てる社会」の実現という共通の事業コンセプトを持ち、高品質で好価格、 

好 立 地な住 宅を提 供し続けてきた結 果 、おかげさまで日本 一 の 分 譲 住 宅 着 工 棟 数を誇る企 業

グループへと成長することが出来ました。

日本では、今まさに “人生100年時代” を迎えつつあります。

地球環境の変化や、社会構造の変化、多様化するお客様のニーズを先読みして、私たちの強み

である「圧倒的なスケールメリット」と「ストック顧客基盤」、成長の中で培った「競争と協調のプラット

フォーム」を活かしながら、革新的技術、手法の積極的な取組み等により、歩みを止めることなく、

新しい価値を提供していくための変革を進めていく所存です。

そして、人生100年に寄り添い続けるための住宅の仕様、品質を維持し続けるためのメンテナンス

サービス、地球温暖化に配慮したエネルギー対策、森林資源管理等、長い人生を安全・快適・健康に

暮らせる住環境のあるべき姿を常に追求し、企業活動を通じてサステナブルな社会の実現に貢献して

いくことが責務であると考えております。

今後も私たちは、国内のみならず世界中のステークホルダーから信頼される企業集団になるべく、

常に変革に挑みながらも初心を忘れることなく、社会と共に歩み続けてまいります。

飯田グループホールディングス株式会社

代表取締役社長 西野　弘

誰もがあたり前に
家を持てる

そんな社会にしたい
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総合建築請負業を目的と
して飯田建設工業（現：一
建設）を設立

1967年2月

飯田建設工業が
東栄住宅（1951年
3月設立）の株式を
取得し子会社化

1976年12月

飯田建設工業が総
合建築請負業を行
う子会社として伏
見建設工業（現：
アーネストワン）
を設立

1981年5月
飯田建設工業が
一建設へ商号変更

2004年2月

アイディホーム
がジャスダック
市場へ上場

2011年3月

ファーストウッドの株
式を取得し子会社化

2014年5月

飯田ホームトレード
センター（現：ホーム
トレードセンター）の
株式を飯田産業から
取得し直接出資子会
社化

2018年4月

本社を東京都武蔵野市に移転
2019年6月

ファーストプラスの
株式を取得し子会社化

2019年10月

ロシア連邦沿海地方
ウラジオストク市に
ファーストウッド・プリ
モリエ（現：Iida Group 
RUS LLC）を設立

2014年9月

飯田建設工業のマンショ
ン事業撤退に伴い、伏見
建設の株式を売却し、資
本関係解消。伏見建設は
不動産分譲事業を開始

1995年7月

アーネストワンがジャス
ダック市場へ上場（2005
年3月に東証１部指定）

2002年2月
飯田建設工業が戸建住宅
のアフター工事及び請負
工事を行う子会社として
アイディホームを設立

1995年9月

飯田建設工業が東栄住宅、
飯田産業の株式を売却し、
資本関係解消

1995年12月

飯田建設工業が不動産
分譲事業に進出

1975年7月

伏見建設工業が伏
見建設（現：アー
ネストワン）へ商
号変更

1983年11月

飯田産業が株式
を店頭公開
（2002年4月に
東証１部指定）

2000年2月

伏見建設がアー
ネストワンヘ商
号変更

2000年9月

一建設がジャスダック
市場へ上場

2009年12月

一建設、飯田産業、東栄住宅、タクト
ホーム、アーネストワン、アイディ
ホームが経営統合契約を締結

2013年6月

共同株式移転の方法により、東京
都西東京市に当社（飯田グループ
ホールディングス株式会社）を設立
東証１部へ上場

2013年11月 IFRS基準の2017年3月期予算を開示
（2016年3月期の有価証券報告書から
IFRSを任意適用）

2016年5月

アメリカ合衆国カリフォルニア州に
IIDA GROUP HOLDINGS, INC. を設立

2016年1月

伊藤忠ウインドウズの株式を取得し、
IGウインドウズとして子会社化

インドネシア共和国ブカシ市に
PT IIDA GROUP HOLDINGSを設立

2016年7月

合同会社Haleを設立し
子会社化

2023年5月

オリエントの株式を取得し子会社化
2021年1月

Russ ia  Forest  Products
（BVI）Limitedの株式を取得し
子会社化

2022年1月

東京証券取引所 プライム市場
に上場市場を移行

2022年4月

飯田建設工業が
不動産分譲事業
を行う子会社と
して飯田産業を
設立

1977年7月

東栄住宅が株式
を店頭公開
（2002年1月に
東証１部指定）

1999年9月
タクトホームがジャスダック市場へ上
場（2004年11月に東証１部指定）

2003年8月

飯田建設工業がタ
クトホームの株式
を取得し子会社化

1986年5月

飯田産業がタクト
ホ―ム(1984年4
月設立）の株式を
取得し子会社化

1985年10月

飯田建設工業及び
飯田産業がタクト
ホームの株式を売
却し、資本関係解消

1994年1月

1967 2010

経営
統合

2013

2020

飯田グループのあゆみ
飯田グループホールディングスは2013年11月に、上場企業6社が経営統合して設立されました。

これ以降今日まで、「誰もがあたり前に家を持てる社会」の実現という共通の事業コンセプトを持ち、

高品質で好価格、好立地な住宅を提供し続けてきた結果、

おかげさまで日本一※の分譲住宅着工棟数を誇る企業グループへと成長することができました。
※分譲戸建住宅市場におけるシェア（2024年4月１日～2025年3月31日住宅産業研究所調べ）

シンボルマークは、6角形によって6社統合と、地球上で
一番硬いダイヤモンドとハニカム構造をイメージし、グ
ループの強固な結束力を表現しています。

シンボルマーク統一
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当社グループは「誰もがあたり前に家を持てる社会」の実現という共通の事業コンセプトを持ち、高品質で好価格、
好立地な住宅を提供し続けてきた結果、全国No.1※1の分譲戸建住宅着工棟数を誇る企業グループに成長しています。
※1 分譲戸建住宅市場におけるシェア（2024年4月１日～2025年3月31日住宅産業研究所調べ）

戸建分譲事業で培ったノウハウで
幅広くビジネスを展開

分譲戸建住宅の一次取得者をターゲットとして、高品質で低コスト
な住宅を高回転で供給できるビジネスモデルを築いていることが
競争力の源泉です。標準化による建築コストの低減は、収益性を
高めるだけではなく、土地を仕入れる際の交渉力強化にもつなが
ります。その結果、土地仕入においても優位性を高め、事業規模の
維持拡大を可能にしています。

木材をはじめとする住宅資材の製造工場を自社グループ内に保
有することで、資材加工プロセスとの連携によるコスト削減を実現
しています。また、年間使用量を上回る森林資源を自社で確保し
ていることは、コスト削減に加えて、住宅を安定的に供給するため
に重要な資源となっています。

当社グループの分譲住宅の供給棟数は年間約4万棟で、国内着工
シェアは約30%※2を占めています。この圧倒的な実績を背景とす
る対外交渉力と、これを支える全国47都道府県に展開している営
業、施工ネットワークは、新たな住宅関連事業を展開するための重
要な経営資源となっています。
※2 国土交通省「住宅着工統計（分譲戸建）」および当社グループ分譲戸建住宅の着工棟数を

用いて算出しています。

当社グループがこれまでに供給した戸建住宅は累計で80万棟を
超える規模に達しています。これらの住宅からは、築年数に応じた
メンテナンス需要、ライフステージの変化に伴うリフォーム需要や
住み替え需要が生まれます。こうした需要に対し、定期的なメンテ
ナンスを通じてお客様とのより強固な関係性を構築することに
より、安定的な収益基盤を形成しています。

2025年4月以降に確認申請を取得した新築分譲戸建住宅は、
全てが断熱等性能等級5以上かつ一次エネルギー消費量等級
6以上のZEH水準住宅であり、事業を通じてGHG（温室効果ガ
ス）排出量の削減に貢献しています。また、グループ内の木材加
工会社を通じて、非住宅分野での木造化にも取り組んでおり、
木材の利用用途拡大によるさらなる環境貢献を推進しています。

No.1※1分譲戸建住宅
着工棟数

全国

高品質、好価格、好立地な分譲戸建住宅を供給

自社工場を有するからこそ実現できる
安定した資材確保

年間約4万棟の
住宅供給を支えるスケールメリット

累計80万棟を超える戸建住宅の供給実績

温室効果ガスを削減し環境に配慮した
住宅・サービスの提供

飯田グループの強みと優位性

ビジネスモデル

ネットワーク

顧客基盤

環境貢献

資材調達力
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ビジネスモデル
当社グループは、中核事業である戸建分譲事業を通じて培った	
ノウハウや信用、情報等を活用し、マンション分譲、注文住宅、
メンテナンス・リフォーム、建築資材製造など幅広くビジネスを
展開しています。
さらには不動産仲介や金融・保険等の関連領域へも参入し、高
品質な住宅をお求めやすい価格で提供する強靭なビジネスモデ
ルを確立しています。これに加え、戸建分譲事業の強化と、住ま
いに関わる事業領域を拡大することで、お客様の人生に幅広く寄
り添い、貢献できる商品・サービスを提供しています。

人生100年時代において、長い時間を過ごす住宅だからこそ、購入する際は立地や価格、間取りに加えて、“70年

住み続けられる住宅の基本品質”が大切であると私たちは考えます。

飯田グループが設けているグループ統一の品質基準は、住宅性能表示制度4分野において最高等級取得。グルー

プ内に構築したサプライチェーンとネットワークで、品質だけでなく、好価格・好立地も叶える分譲戸建住宅を

供給し続けています。

この戸建分譲事業で長きにわたり築き上げた「技術力」や「スケールメリット」を、あらゆるサービス・商品開発に

フィードバックし、長く、安全・快適・健康に暮らしていただけるための様々な事業展開も行っています。

分譲戸建住宅シェアNo.1※のノウハウを、マンションや注文住宅、その他の分野にも活かし、飯田グループはお客様

のニーズに寄り添ったより良い住まい・住環境をお届けします。

飯田グループのビジネス

飯田グループ
ホールディングス

不動産仲介

戸建分譲

注文住宅

マンション
分譲

不動産賃貸

海外 メンテナンス・
リフォーム

資材調達金融・保険・
リゾート

戸建分譲事業 マンション分譲事業 請負工事事業 その他の事業

※分譲戸建住宅市場におけるシェア（2024年4月1日～2025年3月31日住宅産業研究所調べ）

「もっと自分らしく暮らしたい」というお客様からのご要望や
幅広いニーズにお応えするため、高品質でリーズナブルな

「規格型注文住宅」と自由度の高い「自由設計注文住宅」の
両方について複数の注文住宅ブランドをご用意しています。

累計約80万棟の豊富な住宅建築実績を活かし、購入された
住宅に長く安全に暮らしていただくため、適切なメンテナン
スとリフォームを提供しています。

注文住宅

リフォーム

当社グループは、戸建分譲事業で培ったノウハウと分
譲住宅着工棟数日本一※のスケールメリットを活かし、
用地仕入段階からエリア特性に応じた綿密なマーケ
ティングを行うことで、高品質なマンションを適正価
格で提供しています。また、グループの情報力と販売
ネットワークを活用し、地域ごとの需要に即した商品
展開を行っています。お客様視点に立ったマンション
提供を通じて、安心して長く快適に暮らせる住環境を
お届けし、持続的な価値創出につなげています。

当社グループは、用地の仕入から造成、企画、設計、施
工、販売、アフターサービスに至るまでを自社で一貫
して担う体制を確立しています。この一貫システムと
分譲戸建住宅着工棟数日本一※のスケールメリットを
活かし、建築コストの抑制を実現しています。また、長
年にわたり培った技術とノウハウにより、耐震性・耐久
性に優れた住宅を開発し、安全で高品質な住まいを提
供しています。この安定した品質と価格競争力を強み
に、地域ごとのニーズに応じた住まいを提供すること
で住まいづくりを通じた豊かな暮らしの価値創出につ
なげています。

その他の事業として、資材調達事業は、住宅建材の安
定調達とさらなる効率化によるコストシナジーを創出
する体制を構築しています。
また、収益不動産事業、不動産仲介事業、木材加工事
業、ガラス製造事業、内装建材事業・住宅設備事業、
宅地造成・地盤工事事業・給排水工事事業、金融・保
険事業、リゾート事業、海外事業など、住宅ビジネスに
関連する様々な事業を幅広く展開しています。

収益不動産事業 不動産仲介事業

木材加工事業 ガラス製造事業

内装建材事業・住宅設備事業 宅地造成・地盤工事事業・
給排水工事事業金融・保険事業

海外事業 リゾート事業
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10

アフターサービス
に熟練技術者を必
要としない規格型
商品によるコスト
削減が可能

研究開発

施　工

土地仕入

設　計

アフター
サービス

販　売

資材調達

自社一貫体制モデル
土地仕入からアフターサービスまでを
手掛ける自社一貫体制。資材調達では、
継続して規格化・標準化を行うことでコ
ストを削減し、高品質な住宅を手が届く
価格で提供することができます。

戸建分譲事業では、自社で土地を仕入れ、自社で住宅設計から施工まで行った戸建住宅をお客様に販売する、いわゆる「建売
住宅」の販売事業を行っています。用地の仕入から造成、材料などの一つひとつにおいて、徹底した規格化、標準化を進める
ことにより、建築コストの低減を実現し、いい家をより安く提供しています。
具体的には、日本全国に広がる店舗拠点をベースにしたネットワークによる土地の仕入、企画、設計、施工、販売、アフター
サービスまでを自社で行う一貫システムと分譲戸建住宅着工棟数日本一※のスケールメリットの活用によるものです。
さらに、豊富な経験と技術の積み上げにより、耐震性・耐久性に優れた住宅の開発に成功しており、お客様に、安全かつ良質な
戸建住宅をお求めやすい価格で提供しています。

事業の概要

No.1※
多くのお客様に選ばれている
分譲住宅

　品質
当社グループの分譲戸建
住宅は「住宅性能表示制
度」で全棟最高等級取得

　立地
地域に密着した土地仕
入ネットワーク

　価格
いい家をより安く提供で
きる仕組み

飯田グループの事業紹介

事業の特長・競争優位性

規格型商品で商品説明が比
較的容易。建物自体のカスタ
マイズがないため、クロージ
ングまでの期間短縮が可能

建物の規格化を行
うことで、熟練設計
者を必要とせず、設
計期間の短縮によ
るコスト削減が可能

建物の規格化を行う
ことで、少品種を大
量に資材発注するこ
とができ、スケール
メリットを活かした
コスト削減が可能

施工プロセスを標準化するこ
とで、熟練技術者を必要とせ
ず、工期短縮によるコスト削
減が可能

土地の仕入、企画、設計、施工、販売、アフターサービスまでを、
自社一貫システムにより提供しています。

良質な戸建住宅を
お求めやすい価格で。

戸建分譲
事業

シェア 高 好 好

※ 分譲戸建住宅市場におけるシェア（2024年4月１日～2025年3月31日住宅産業研究所調べ）
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当社グループで供給する分譲戸建住宅全棟で住宅性能表
示制度4分野の最高等級を取得しています。これに加えて、
2025年4月以降に確認申請を取得する分譲戸建住宅にお
いて、さらに高い性能のZEH（ゼッチ）水準である「断熱等
性能等級5」かつ「一次エネルギー消費量等級6」を取得し

ています。このように当社グループでは、提供する住宅の
安全性、快適性、健康への配慮を徹底し、高品質な住宅の
提供により、より多くの人々が幸せに暮らせる住環境の実
現に努めています。

立地は変えることができないからこそ、住宅選びでもっ
とも重要なポイントのひとつと考えています。周囲の環境
はどうか、利便性は良いか、地盤は強いのかなど、良い土地
に家を建てるためには、常に地域の最新の情報にアンテナ
を張っている必要があります。当社グループは、日本全国
450店舗を超える拠点をベースに、地元不動産業者様との
土地仕入ネットワークを構築し、このネットワークを活用す
ることで、独自の基準により選び抜いた土地を仕入れ、提供
しています。

当社グループは、住宅の規格化、標準化を進め、大量仕入
によって資材調達コストの削減を追求しています。また木材
の一部を自社工場で一括して製造することで資材調達コス

トの削減を図るとともに、必要な木材を工場であらかじめ
加工する「プレカット」を活用することで建築現場での作業
を減らし、コスト削減と住宅品質の均一化を行っています。

地域に密着した土地仕入ネットワーク いい家をより安く提供できる仕組み

規格化・標準化 大量仕入 いい家をより安くご提供

戸建分譲事業の特長・競争優位性

当社グループは「誰もがあたり前に家を持てる社会」の実
現を目指しています。住宅の基本性能に徹底してこだわり、 
より良い条件の土地を取得することにより、初めての住宅
購入でも安心して選んでいただける分譲戸建住宅の提供
が可能となり、目指す社会が具現化すると考えています。
当社グループは、川上から川下まで自社グループ内にサプ
ライチェーンを構築することで、コストを抑えた住宅建設と
全棟住宅性能評価の取得を両立させており、高品質な住
宅をお求めやすい価格で提供することを実現しています。
そのことでお客様に安心して住宅を購入していただけるよ
うになり、当社グループが選ばれる要因になっていると考
えます。

分譲戸建住宅の供給棟数は年間約4万棟で国内シェアの
約30%※2を占めており、多くのお客様に選ばれています。

【アイディホーム】【アーネストワン】【タクトホーム】【東栄住宅】【飯田産業】【一建設】

特徴の異なる6社の商品で分譲住宅市場に対してフルカバレッジ

多くのお客様に選ばれている分譲戸建住宅 当社グループの分譲戸建住宅は「住宅性能表示制度」で全棟最高等級を取得

※1	分譲戸建住宅市場におけるシェア（2024年4月1日～2025年3月31日住宅産業研
究所調べ）

※2 国土交通省「住宅着工統計（分譲戸建）」および当社グループ分譲戸建住宅の着工棟
数を用いて算出しています。

※当社連結対象子会社の分譲戸建営業拠点数（2026年3月末現在）

※対象会社：一建設グループ、飯田産業グループ、東栄住宅グループ、タクトホームグループ、アーネストワングループ、アイディホームグループ
※住宅性能表示制度の構造の安定性・劣化の軽減・維持管理・更新への配慮・空気環境の４分野で、最高等級を取得。
※2025年4月以降に確認申請を取得している分譲戸建住宅は、住宅性能表示制度「断熱性能等級5」かつ「一次エネルギー消費量等級6」を取得。
※2022年4月1日以降に当社グループが売主として販売契約した新築分譲戸建が対象です。
※分譲戸建住宅には、注文住宅など請負によるものおよび海外物件、仲介物件は含みません。
※2022年4月1日時点で施行されている法律・制度に基づいており、法改正などにより変更となる場合があります。

分野 項目 等級

構造の安定性

耐震等級（構造躯体の倒壊等防止） 1等級 2等級 3等級

耐震等級（構造躯体の損傷防止） 1等級 2等級 3等級

耐風等級 1等級 2等級

劣化の軽減 劣化対策等級 1等級 2等級 3等級

維持管理・更新への配慮 維持管理対策等級 1等級 2等級 3等級

温熱環境・エネルギー消費量
断熱等性能等級 1等級 2等級 3等級 4等級 5等級 6等級 7等級

一次エネルギー消費量等級 1等級 4等級 5等級 6等級

空気環境 ホルムアルデヒド対策 1等級 2等級 3等級

長く、安全・快適・健康に暮らせる住宅のグループ品質基準（住宅性能表示制度）
国内シェア

※2約30%

飯田グループの事業紹介

➡ 戸建分譲事業の供給棟数は年間約4万棟No.1※1シェア ➡ 最高等級に加えて、ZEH水準の省エネ性能を満たす住宅

➡ 独自基準で土地を仕入れて提供 ➡ 住宅の規格化と標準化、そして大量仕入

高品質

好立地 好価格
日本全国

を超える拠点
※450店舗
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飯田グループの事業紹介

戸建分譲事業で培ってきた全国規模のネットワーク力を強みに、良質な土地を適正価格で安定的に仕入れています。用地取
得の段階から立地特性や将来性、エリアごとの需要動向を踏まえた綿密なマーケティングを実施し、企画・設計・品質管理ま
で一貫した体制で推進することで、快適な住空間と高いコストパフォーマンスを兼ね備えたマンションを提供しています。
関東圏を中心にマンション分譲事業を展開し、一建設の「プレシス」、飯田産業の「センチュリー」、タクトホームの「ドル
フィーノ」、アーネストワンの「サンクレイドル」、アイディホームの「リナージュ」など、グループ各社の特長を活かした多彩な
ブランドを展開して、様々なライフスタイルや価値観に寄り添った住まいを提案しています。

「もっと自分らしく暮らしたい」というお客様からのご要望や幅広いニーズにお応えするため、当社グループでは、分譲戸建
住宅で培った高品質・好価格のノウハウを最大限に活かし、注文住宅にフィードバックすることで、高品質でリーズナブルな
規格型注文住宅と自由度の高い自由設計注文住宅の両方について、複数のブランドを提供しています。
一般的には、間取りや設備・仕様を自由に選べる注文住宅は高コストになりがちですが、当社グループの注文住宅では、	
セミオーダーやセレクト住宅などのプランをご用意しています。安全性・耐久性の高いグループ独自の建築技術によって、
お客様の想いを実現する、高品質な住宅を適正な価格でお届けすることができます。

事業の概要 事業の概要

建築作業費

建築作業費

規格化・標準化で
コスト削減

資材費

資材費

■低コスト建設の実現
徹底した規格化・標準化によって資材費だけでなく建築作
業費も削減しています。

2つのノウハウを活かして、より良い物件を「購入時の負担」
を抑えて提供します。広さ、安全性、品質を維持しながら、
ムダを徹底的に抑えることで、低コストで豊かな暮らしを送
ることができるマンションの提供を実現しています。

厳選した
立地条件 + ＝低コスト

建設
良い物件の

提供

■厳選された立地条件
マンションは、比較的利便性の高い立地に多い傾向があり
ます。利便性が高い立地ほど土地代も高くなってしまうも
のですが、マンションは1つの土地に複数の世帯が集まる
ため、1戸あたりの土地代が安く、手が届きやすい傾向が見
られます。当社グループでは、戸建分譲事業を中心に構築
した日本全国450店舗以上の地域密着型の土地仕入ネッ
トワークを活かし、周囲の環境・利便性・地盤強度を調査し
ています。いいマンションづくりの第一歩は、土地選びとも
考え、好立地で高品質なコストパフォーマンスの高いマン
ションを提供しています。

事業の特長・競争優位性
■ 土地に応じた最適解の設計力

戸建住宅の施工実績に裏付けされた応用力で、叶えたい
住宅ニーズと現実性を高度なバランスで実現します。

■ 自社一貫体制で高品質を管理
当社グループ内で統一された品質基準とそれを管理す

る体制を整備しており、完成までしっかりと見届けます。

事業の特長・市場優位性

高い品質基準 整った管理体制 高品質な
家の完成

住宅ニーズ 現実性

快適でリーズナブルに。
分譲戸建住宅のネットワーク力を活かし、
好立地なマンションを納得感のある価格で提供しています。

こだわりをカタチに。
飯田グループの豊富な経験と確かな品質基準で、
お客様のこだわりを実現します。

マンション
分譲事業

注文住宅
事業
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飯田グループの事業紹介

人生100年に寄り添うためには適正なメンテナンスが必要になり、住まい全般に対応
できるサポート体制が不可欠です。お客様との良好な関係性を維持し、定期点検、メン
テナンスのご案内をはじめとしてライフスタイルに応じたリフォームだけでなく、住み
替えなど様々なサービスを提供しています。

■収益不動産事業
賃貸マンション・商業ビルに加えて、当社グループの強みである分譲仕様の新築戸建住
宅を賃貸物件として供給しています。戸建賃貸物件に対するニーズはあるものの、マン
ションやアパートなどの集合住宅型物件が大半を占めている賃貸物件市場において、新
築戸建住宅の賃貸物件を増やしていくことで、戸建賃貸物件の充実化を図り、お客様の
選択肢を増やすことを目指します。

■ 不動産仲介事業 
不動産仲介事業では、当社グループが販売する戸建住宅やマンションはもちろんのこと、
住宅用地や他社販売物件を取り扱い、お客様とお客様のニーズにあった不動産をつなぐ
サポートをしています。また、「買いたい、建てたい、変えたい、護りたい、売りたい」といっ
た暮らしとともに変化するあらゆるご要望に対応すべく、豊富な分譲住宅の情報提供に
加えてお客様に寄り添うサイト「すまいーだ」を展開しています。

事業の概要 その他の事業の概要

■定期点検・メンテナンス
人生100年時代に向けた“70年住み続けられる住宅”は「高品質な新築住宅の提
供」だけでなく、「適正なメンテナンスの継続」も重要と考えます。そのため当社グ
ループでは、ご購入後に定期的に訪問して、お住まいを点検しています。保証内容
に応じたメンテナンスを行うことで、長く住める環境をサポートしています。

■リフォーム
ライフスタイルに合わせて細やかなリフォームができるのも、その家を知り尽くし
た施工実績があるからと考えます。当社グループでは施工実績を背景に、キッチンや
浴室、洗面化粧台など水廻りの修理をはじめ、フローリングの張替や防音対策など、
お客様の住まいに対する「変えたい」をしっかりと、適正な価格で実現しています。 

■売却相談
豊富な販売実績を持つ当社グループの営業担当が、売却に向けた支援をスピー
ディに対応します。お客様の売却希望物件を直接買い取ることで、仲介業者に依頼
した場合に発生する「購入希望者を探す」手間と時間を省いています。また、様々な
お客様のご要望を踏まえたサービスを提供しており、多様なニーズに応じた売却支
援を行っています。

事業の特長・競争優位性

総合不動産情報サイト「すまいーだ」
当社グループでは、ウェブを活用した総合不動産情報サイト「すまいーだ」を通じて、お客様に最適な住まい探しを全国規
模で提供しています。このサイトでは、約1万棟を超える物件を掲載しており、これは分譲戸建住宅シェアNo.1※の基盤と
なっています。さらに、「すまいーだ」では、注文住宅、土地、新築分譲マンション、リフォーム、メンテナンス、売却相談など、
住まいに関する幅広い情報を提供することで、飯田グループの付加価値向上に貢献しています。
※ 分譲戸建住宅市場におけるシェア（2024年4月１日～2025年3月31日住宅産業研究所調べ）

当社グループの住宅を購入されたお客様の新生活をサポートするた
めのサイトです。新居に必要な家具・家電の販売から、住宅のお手入れ
やメンテナンス情報の掲載など様々な機能を取り揃えています。過去
に飯田グループの住宅を購入されたお客様もご利用いただけます。

当社グループがお届けする「すまいーだ」は、豊富な分譲戸建住宅の
情報を提供するだけでなく、「買いたい、建てたい、変えたい、護りた
い、売りたい」といった、暮らしとともに変化する住まいのあらゆるご要
望・ご相談にお応えいたします。飯田グループが販売する戸建住宅や
マンションはもちろんのこと、住宅用地も取り扱っており、お客様とお
客様のニーズにあった不動産とをつなぐサポー トをしています。

ご購入者様限定サービス

人生100年に寄り添い続ける。
ライフスタイルに寄り添うアフターサービスで
安心をお届けしています。

住まいと人をつなぐ。
お客様のニーズに寄り添った快適な住まいを
提供しています。

リフォーム
事業

収益不動産・
不動産仲介

事業
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飯田グループの事業紹介

グループ内製化でコスト削減
戸建住宅建築に欠かすことのできない住宅資材の安定的かつ効率
的な供給と資材調達コスト削減のため、グループ内で工場を持ち、
集成材製造およびプレカット加工などの木材加工を行っています。
コスト努力を率先して進めることにより、お客様が良質な住宅を
お求めやすい価格で手に入れることができるような環境の実現を
目指しています。

木材加工事業

住まいを支える大事なファーストステップ
良質な住宅を建てるためには、まず安定した地盤と整地された土
地が不可欠です。お客様に安心・安全な住まいを提供するため、宅
地造成・ 地盤工事事業・給排水工事事業を行っています。

宅地造成・地盤工事事業・給排水工事事業徹底した管理体制で高い精度を実現
主に、フロア材、階段部材、室内用ドア、クローゼット、玄関収納、玄関
用上り框など、住宅の内装で使用される建材、システムキッチンや洗
面化粧台など住宅設備機器の製造・販売・取付を行っています。徹底
した品質管理体制と加工技術で、高い精度を誇る製品の量産を実現
し、環境に優しく、お手入れが簡単で安心してご使用いただける商品
を提供しています。

内装建材事業・住宅設備事業

暮らしの中にいろどりを
宮古島来間リゾートシーウッドホテルや江の島アイランドスパ、
イーストウッドカントリークラブをはじめとするリゾート施設の運営
や旅行業者代理業を行っています。

リゾート事業

豊富なラインナップで快適な住環境を
ガラス製造事業では、住宅に使われる窓ガラスをはじめとする様々
な種類のガラス製造・販売を行っています。住宅用複層ガラスの製
造販売を中心に国内外から調達した豊富なガラスラインナップに
より、お客様の多彩なニーズを満たす製品を提供しています。
新技術を積極的に取り入れることで、より快適な暮らし・本当に実
現したい暮らしを追求しています。

ガラス製造事業

マイホーム購入の安心サポート
お客様に良質な住まいを安心してご購入していただくために、フ
ラット35などの住宅ローンの貸付および融資の斡旋などを行う事
業を展開しています。

金融・保険事業

住まいと暮らしを広く支える。
住まいを起点に、人々の暮らしをサポートする事業を
展開しています。

その他事業
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飯田グループの事業紹介

当社グループでは、少子高齢化の進展等を背景に国内住宅市場の成熟が見込
まれる中、海外市場における事業拡大を当社グループの成長戦略の一つに位
置付けております。新興国の成長機会や先進国の大規模市場に着目し、各国・
地域の特性に応じた市場へ選択的に参入して、新規事業としてさらなる成長
を目指します。

Russia Forest Products (BVI) Limited 

Iida Group RUS LLC

Slavianka Timber Terminal

RFP Holding (Cyprus) Limited

PT IIDA GROUP HOLDINGS

PT HAJIME INDONESIA JAYA / PT PERUMNAS IIDA 

GROUP / PT ABDILUHUR KAWULOALIT / PT TACT 

HOME INDONESIA / PT IONE HOME INDONESIA

Chan-Toei Properties Inc.

ロシア 

インドネシア 

フィリピン

米国 

海外における戸建分譲事業木材調達
国内事業を通じて培った技術力やノウハウを活かして、海外における戸建分譲事業を展開しています。日本とは異な
る気候・商慣習・消費者ニーズに対応するため、独自の工夫で「Made by IIDA」の住まいを海外で提供し、海外市場で
の事業を拡大しています。インドネシアでは、2016年の現地法人設立以降、分譲用地の取得や主要資材であるコンク
リートブロック（CB）の製造事業を展開しています。今後は、現地パートナーとの協業なども視野に、事業展開のさら
なる加速を図ってまいります。

主要資材である木材の安定的な調達を実現するための生産機能の強化を進めています。
木材調達の課題は、世界的な需給変動や地政学リスクに左右されない安定供給と、持続可能な森林管理・資源循環の両
立です。約400万ヘクタール※の広大な森林資源と木材加工工場を中心に、木材の製造と供給能力を高め、戸建分譲事
業のバリューチェーンを強化しています。
※2022年測定時点

海外事業 IIDA GROUP HOLDINGS, INC.

Hajime AMERICA Inc. 

Arnest One America, Inc.
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当社グループでは、環境問題に対応するため、また海外進出にあたり各国の気候や風土、
生活習慣、法律等に適応したより良い家づくりのため、技術研究に取り組んでいます。

研究開発

東南アジアをはじめとする高温多湿地域での住宅事業展
開にあたり、CB（コンクリートブロック）を用いたエ法を開
発しました。一般的なCB壁と比較し、壁の面外方向の力に
対して約3倍の構造耐力、実大振動実験による耐震性・安全
性を確認しています。また、熟練の技術者でなくても高い
品質を確保できるよう、施工の容易化を実現しました。

東南アジアをはじめとする高温多湿な蒸暑地域に適した木
造住宅の実現を目指し、国内外の大学や企業等と連携して
共同研究を実施しています。
蒸暑地域でも有効な防腐防蟻対策、現地木材を活用した木
質材料開発、住宅の温湿度測定及びシミュレーション等に
取り組み、現地の気候・材料・文化を尊重した高品質な木造
住宅建築を目指して研究を進めています。

● 人工光合成技術
現在、温室効果ガスによる地球環境汚染という重大な
問題の解決が求められており、特に二酸化炭素につい
ては、地球規模で削減目標が定められています。私た
ち人類の力によって、植物が行う光合成のように二酸
化炭素から有用な物質を作る技術を開発することがで
きれば、二酸化炭素の排出抑制・二酸化炭素を活用し
たエネルギーの創出が可能になります。
当社グループでは、環境にきわめて優しい未来住宅を
実現するべく、住宅におけるエネルギー自給自足のカ
ギとなる「人工光合成技術」の開発を進めています。グ
ループ一丸となって、この「人工光合成技術」の完成を
目指し、低環境負荷型水素エネルギー社会の実現に貢
献してまいります。

● ウエルネス・スマートハウス®

ウエルネス・スマートハウス®では、暮らしの中で取
得される健康データをAIが解析し、一人ひとりの健
康状態に応じた助言を行うことで、未病の改善を支
援する住まいの実現を目指しています。日常生活の
中で継続的な健康管理を可能にする住宅技術の研究
を進めています。

飯田グループと大阪公立大学は、2015年より人工光合成研究センターに共同研究部門を設け、「人工光合成技術」の共同研究
を開始しました。2020年には、ウエルネススマートシティ®、ウエルネス・スマートハウス®の構築を目指して、共同研究部門
を設けるとともに「スマートライフサイエンスラボ」を開設し、多分野で共同研究開発を進めてまいりました。

飯田グループ × 大阪公立大学　共同研究 IGストロングCB工法

蒸暑地域向け木造住宅

当社は、2025年４月から10月に開催された大阪・関西万博に、国内初となる産学連
携のパビリオンとして、大阪公立大学と共同で出展しました。本パビリオンは、万博
のテーマを背景に、安全、快適、健康に暮らすことのできる未来都市「ウエルネスス
マートシティ®」や未来の住まいの姿を具体的に展示することで、「人生100年時代の
到来」に向けた当社グループの技術と将来ビジョンを世界へ発信する絶好の機会とな
りました。

2025年大阪・関西万博に、国内初となる産学連携のパビリオンを共同出展

シミュレーション

ⓒExpo 2025
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サステナビリティに関する考え方と推進体制
当社グループは、持続可能な社会の実現と企業としての成長を両立させるため、サステナビリティ基本方針に
基づいたサステナビリティ経営を推進しています。

「より多くの人々が幸せに暮らせる住環境を創造し、豊かな社会作りに貢献する」という経営理念のもと、私
たちは「誰もがあたり前に家を持てる社会」の実現を事業コンセプトとして掲げ、安全・快適・健康に暮らせ
る住宅を提供しています。
この「誰もがあたり前に」という考え方こそが、サステナブルな社会を実現する上で非常に重要であり、私たち
のサステナビリティ経営の根幹を支えるものです。

サステナビリティ基本方針

サステナビリティ推進体制

当社グループは、取締役会による監督のもと、代表取締役社長を委員長とし、主要グループ会社の代表取締役を委員とする
「サステナビリティ推進委員会」を設置し定期的に開催しています。さらに同委員会の下部組織として「サステナビリティ推進
部会」を設置しており、同委員会での決定事項を具体的な実施策に落とし込み、グループ一体となって統一的に推進しています。

取締役会
取締役会は、サステナビリティ推進委員会で審議した方針や目標、施策推進状況や重要な変更事項などの報告を定期的に
受け、重要事項については決議を行い、サステナビリティに関する執行側の取組みを監督しています。

サステナビリティ推進委員会
サステナビリティ推進委員会は、代表取締役社長を委員長
とし、主要グループ会社の代表取締役を委員として構成す
ることによって、本委員会での審議内容をグループ会社全
体に迅速に共有・展開しています。また、サステナビリティ
経営に知見を有する社外取締役を委員として構成するとと
もに、監査役もオブザーバーとして出席しています。同委
員会は、「サステナビリティ推進委員会規程」に基づき、サス
テナビリティに関する基本方針・戦略・目標の策定、施策の
進捗管理・評価、下部組織を通じたグループ会社への指示・
管理、リスクおよび機会に関する評価の適切性などを議論し
監督しています。また、必要な情報の抽出や調査を実施し、
取締役会への報告・提言も実施しています。

サステナビリティ推進部会
サステナビリティ推進部会は、サステナビリティ推進委員
会の下部組織として、主要グループ会社のサステナビリ
ティ担当者で構成され、定期的に開催しています。グルー
プ全体のサステナビリティに関する具体的な取組みや課
題の改善活動を進め、グループ一体となって取組みを推
進しています。また、必要な情報の収集や調査、サステナ
ビリティ推進委員会への報告・提言を実施します。人生100年時代、持続可能な社会の創造へ。

当社グループは、住宅業界のリーディングカンパニーとして持続的成長と社会貢献で、より多くの人々が
幸せに暮らせる豊かな社会作りを推進し、企業価値の向上に努めます。

●	より多くの人々が長く安心して活き活きと暮らせる住環境の実現を目指します。
●	事業を通じて環境に配慮した住宅・サービスを提供し、CO2排出量削減や廃棄物の抑制、生物多様性の保全

などに取組みます。
●	個人の人権、多様な価値観を尊重するとともに、安全で快適な職場環境を実現し働きがいのある健康的な職

場環境の整備に努めます。
●	あらゆる法令、規則等やルールを厳格に遵守するとともに腐敗防止に取組み、誠実かつ公正な企業活動を遂

行します。
●適切な情報開示により、透明性や信頼性を高め、ステークホルダーとの積極的な対話に努めます。	

サステナビリティ推進体制

取締役会

サステナビリティ推進委員会

委員会事務局

サステナビリティ推進部会

サステナビリティ経営 
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マテリアリティをESG課題の重要度から特定

マテリアリティの取組み
当社グループは、マテリアリティに基づき、リスクと機会の両面を踏まえて目標を設定し、事業活動を通じて取組みを推進し
ています。進捗は定期的に確認・評価し、事業環境の変化や進捗状況を踏まえながら、定期的にマテリアリティの検証・見
直しを行っています。

社会的要請や事業内容を捉えて対応すべき課題マテリアリティ 最優先で対応すべき課題

温室効果ガスの削減

商品・サービスによるエネルギー効率の改善

地球環境保全・
クリーンエネルギー

への貢献

誰もが安全・
快適・健康に暮らせる
住環境の実現

健康的で
働きがいのある
職場環境の維持

法令・規則の厳格な
遵守と公平・公正な企業活動

及びリスク管理

原材料のロス削減

廃棄物の削減

リサイクル原料比率向上

誰もが家を持てる社会の実現

安全性の高い住環境の創出

健康に暮らせる住環境の創出

住宅の長寿命化・資産価値の維持

持続可能なサプライチェーンの構築

地域社会の発展と活性化

ワークライフバランスの推進

人材育成と雇用の確保

ダイバーシティへの取組み強化

従業員・家族の健康増進

従業員のエンゲージメント強化

リスクマネジメント体制の構築

投資家との建設的対話

情報セキュリティの強化 

サプライヤーへの社会アセスメント強化

ステークホルダーにとっての重要性

自
社
に
と
っ
て
の
重
要
性

自
社
に
と
っ
て
の
重
要
性

自
社
に
と
っ
て
の
重
要
性

自
社
に
と
っ
て
の
重
要
性

環
境

ガ
バ
ナ
ン
ス

社
会

ステークホルダーとの関係
当社グループは、お客様やお取引先、株主・投資家の皆様など、様々なステークホルダーとの関係を重視した経営を推進し
ています。対話を通じて得られた意見や期待を、マテリアリティの特定や事業活動に反映するとともに、地域社会への貢献
にも取り組んでいます。

ESG課題の重要度から特定
当社グループは、健康経営の推進により組織全体の生産性を高め、社会課題の解決と当社グループの持続的成長の両立
を目指しています。目標の実現に向けて、ステークホルダーにとっての重要度と当社グループの企業価値向上の２つの観
点から社会課題の重要度を分析し、優先度の高いものをESGマテリアリティとして特定しています。
これらを起点に、日々の事業活動と価値創造を一体的に推進しています。

● お客様
人生100年に寄り添うためには、住
宅の適 正なメンテナンスが必 要に
なります。当社グループでは、定期
点検やメンテナンスのご案内をはじ
めとして、ライフスタイルに応じたリ
フォームから売却まで、住まい全般
に対応できるサポート体制で長期に
わたる安心をお届けしています。
 

● お取引先様
当社グループは、より多くの人々が
幸せに暮らせる豊かな社会づくりの
実現のため、安定的な調達体制を構
築するとともに、サプライチェーン全
体で取り組むべき調達の基本方針を
定めています。お取引先をはじめサ
プライチェーンに関わる全ての方に、
調達の基本方針を周知し、誠実かつ
公正な調達活動に努めています。

● 株主、投資家の皆様
当社グループは、株主・投資家の皆
様をはじめとする全てのステークホ
ルダーに対し、経 営 戦 略、業 績、財
務状況などを迅速、正確、公平に提
供し、信頼と適切な評価を得ること
を目指しています。

マテリアリティの特定

飯田グループ
ホールディングス

お取引先様

行政機関

グローバル地域社会

金融機関

株主・投資家様

お客様

従業員
（グループ各社）

お客様 お取引先様 株主・投資家様
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気候変動への取組み（TCFD提言への対応）
当社グループは、安全で高品質の住宅供給を通じた環境課題、特に気候変動を重要な課題と捉えています。
気候変動に係るリスクおよび機会が自社の事業活動や収益等に与える影響については、TCFD（気候関連財務情報開示タ
スクフォース）の枠組みに基づき、各種の取組みを進めており、気候変動や環境規制の強化などによる事業環境の変化が当
社グループに与えるリスクおよび機会について評価、分析を行い、事業戦略への反映とTCFDの提言に沿った情報開示の
拡充に努めています。

健康経営の推進
2025年2月に健康経営の視点から従業員の健康管理に取り組むために「飯⽥グループ健康経営宣⾔」を策定しました。これ
に伴い、健康経営推進委員会を設置し、当⾯の重点施策として、「卒煙」「⽣活習慣の改善」「ヘルスケア(AI解析を⽤いた健康
増進プログラム※の活⽤など)」に取り組み、今後も健康経営の推進を通して、持続的な成⻑と企業価値の向上に努めます。
※ビジネスモデル特許取得済み

気候関連リスクおよび機会に対する戦略
当社グループでは、気候変動関連のリスクは事業活動に大きな影響を及ぼす重要な課題であると認識し、NZEシナリオ及
びIPCCを参考に、地球の平均気温上昇が産業革命前と比較して＋1.5°Cと＋4.0°Cとなる２つのシナリオを選択し、重要
性の判断から「戸建住宅事業※１」と「森林事業※2」について分析を行いました。
この分析結果に基づき、気候変動を含む環境問題を重要な経営課題と捉えた事業戦略を検討しています。環境性能の高
い商品・サービスを誰もがあたり前に手に入れられるようにすること、すなわち、環境対策に必要なコスト負担と、誰もが享
受できる値ごろ感を両立させることが、当社グループの戦略上の重点テーマとなります。2050年カーボンニュートラルの
達成という目標に向けた、当社グループの主要な戦略方針は以下のとおりです。
※1 戸建住宅事業とは、戸建分譲事業および注文住宅事業の木造住宅を供給する事業のこと
※2 森林事業とは、森林管理を行い、木材の伐採、製材加工を行う事業のこと

［1］ 供給する戸建住宅のZEH水準化対応
当社グループでは、既に供給する全ての分譲戸建住宅において、住
宅性能表示制度4分野※3で最高等級を取得していますが、さらに環
境へ配慮したエネルギー効率の高い住宅であるZEH水準レベル※４

の適合率を高めてきました。この度、2025年4月以降に確認申請を
取得する分譲戸建住宅の全棟でZEH水準を達成しました。
※３ 日本国内で供給する分譲戸建住宅の全棟において、住宅性能表示制度の「構

造の安定・劣化の軽減・維持管理更新への配慮・空気環境」の４分野で最高等
級を取得

※４ ZEH（ゼッチ）水準住宅とは、強化外皮基準（断熱等性能等級5）に適合し、再生可能
エネルギーなどを除き、基準一次エネルギー消費量から20%以上の一次エネル
ギー消費量が削減される性能（一次エネルギー消費量等級6）を有する住宅です。

［2］ 木材自給率の向上
CO2固定化が可能な木材への需要拡大を見据え、戸建住宅に必要
な木材を自社で保有する森林資源から、安定的かつ低コストで調達
できるよう「加工ラインへの投資」「ロジスティクスの構築・強化」を図
ります。また、木材を新たな用途で活用する需要を事業機会として
捉え、木材の普及をさらに促進していきます。

［3］ GHG排出量削減に向けた取組み
GHG（温室効果ガス）排出量の削減に向け、当社グループで様々な
取組みを強化しています。事業活動における取組みとして省エネの
促進、エコカーの導入、再生可能エネルギーへの転換、工場への太
陽光発電の導入を進めるとともに、住宅における取組みではZEH水
準住宅の推進、木造住宅推進による炭素の固定、吸収作用のある
森林の保全などに加え、廃棄物削減などの取組みを強化していく方
針です。

［4］ 気象環境変化に対応したBCP対応の強化
気候変動は、大型台風や高潮、ゲリラ豪雨、内水氾濫など自然災害
の激甚化による工場の操業停止や稼働率低下、サプライチェーンの
分断、並びに猛暑日の増加による日中の工事困難や作業効率低下な
ど、様々なリスクをもたらします。これらのリスクに対応するため、サ
プライヤーとの連携強化や分散調達などBCP（事業継続計画）を継
続的に見直していきます。

気候変動への対応

取り組み方針

健康経営推進体制図

飯田グループ健康経営宣言
飯⽥グループは、社員⼀⼈ひとりの健康を⼤切にして、「住まいと暮らし」で地域社会に貢献する

企業として「⼈⽣100年」「健康100年」「住宅100年」を⽬指します。

●従業員の心身の健康を積極的に支援します。
●「未病※の改善」の概念を積極的に取り入れ、生涯にわたる健康を維持する取り組みを推進します。
●社員が挑戦でき、働き甲斐のある、生き生きとした魅力ある職場を目指します。
※「未病」とは？

病気になる前の段階で「未だ病気ではない状態」のことをいいます。
病気ではないが病気になりつつある「未病」の状態のうちに健康に気を配り、生活改善するという考えは現代医学に通じる考え方です。

委員会事務局

取締役会

健康経営推進委員会

グループ会社

健康経営優良法人 認定
当社は、健康経営への取り組みが評価され、健康経営優良
法人（大規模法人部門）の認定を取得しています。従業員
一人ひとりが生き生きと健康に働ける職場環境の整備を
進めるとともに、健康増進に向けた各種施策の充実に取り
組んでいます。また、ワークライフバランスの向上や働き方
改革を推進し、多様な人材がそれぞれの力を発揮できる
組織づくりを進めています。
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一建設株式会社

タクトホーム株式会社

株式会社飯田産業

株式会社アーネストワン

株式会社東栄住宅

アイディホーム株式会社

主要子会社（６社）

商号 一建設株式会社

設立 1967 年 2 月 13 日

代表者 代表取締役社長　堀口 忠美

本社
所在地

東京都豊島区南池袋 2-25-5
藤久ビル東 5 号館

商号 タクトホーム株式会社

設立 1984 年 4 月 2 日

代表者 代表取締役社長　小寺 一裕

本社
所在地 東京都西東京市東伏見 3-6-19

商号 株式会社飯田産業

設立 1977 年 7 月 8 日

代表者 代表取締役社長　築地 重彦

本社
所在地 東京都武蔵野市境 2-2-2

商号 株式会社アーネストワン

設立 1981 年 5 月

代表者 代表取締役社長　松林 重行

本社
所在地 東京都西東京市北原町 3-2-22

商号 株式会社東栄住宅

設立 1951 年 3 月 10 日

代表者 代表取締役社長　佐藤 千尋

本社
所在地 東京都西東京市芝久保町 4-26-3

商号 アイディホーム株式会社

設立 1995 年 9 月 5 日

代表者 代表取締役社長　兼井 雅史

本社
所在地

東京都杉並区上荻 1-2-1
Daiwa 荻窪タワー 18 階

グループ企業紹介 （2026年6月25日現在）

● 住宅情報館
● 住宅情報館フィナンシャルサービス
● リビングコーポレーション
● Hajime テクノロジーズ

一建設

● ファミリーライフサービス
● パラダイスリゾート
● ユニバーサルホーム

飯田産業

● ソリド・ワン
● ティーアラウンド
● ファーストライフ

タクトホーム

● エイワンプラス
● アーネストウイング

アーネストワン

● ファーストプライウッド
● 青森プライウッド

ファーストウッド

ホームトレードセンター

アイディホーム

IGウインドウズ

ファーストプラス

オリエント

Hale

● 東栄ホームサービス
● 東栄ランド
● 東栄ビルド

● 第一工業
● 第一建商
● ジオラフター

東栄住宅

Iida Group RUS LLC / IIDA GROUP HOLDINGS, INC./ PT IIDA GROUP HOLDINGS
Russia Forest Products (BVI) Limited
RFP Holding (Cyprus) Limited

Slavianka Timber Terminal

PT PERUMNAS IIDA GROUP 
PT ABDILUHUR KAWULOALIT

PT HAJIME INDONESIA JAYA
Hajime AMERICA Inc.

PT IONE HOME INDONESIA 
Arnest One America, Inc.

Chan-Toei Properties Inc.

PT TACT HOME INDONESIA 

グループ組織図 （2026年6月25日現在）
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